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２ 環境影響評価法の改正：「配慮書手続」の導入（2013 年 4 月 1 日施行） 

事業の枠組みが決定する前の、事業計画の検討段階において環境配慮を行う「配慮書手続」を

環境影響評価の手続の最初に導入。 

 

配慮書の具体的な手続 

①第一種事業を実施しようとする者は、事業の位置・ 規模等の検討段階において環境保全のため

に適切な配慮をすべき事項について検討を行い、その結果をまとめた配慮書を作成し、主務大臣

に送付するとともに、公表する。 

②事業者は、配慮書の案又は配慮書について関係行政機関及び一般の環境保全の見地からの意見

を求めるよう努める。 

③環境大臣は必要に応じて主務大臣に環境保全上の意見を提出する。  

④主務大臣は、当該意見を踏まえて、事業者に環境保全上の意見を提出する。 第二種事業を実施

しようとする者は、これらの手続を任意で実施できる。  
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第一種事業 第二種事業

（必ず環境アセスメントを
行う事業）

（環境アセスメントが必要かどう
かを個別に判断する事業）

高速自動車国道 すべて  －

首都高速道路など 4車線以上のもの  －

一般国道 4車線以上・10km以上 4車線以上・7.5km～10km

林道 幅員6.5m以上･20km以上 幅員6.5m以上･15km～20km

ダム、堰 湛水面積100ha以上 湛水面積75ha～100ha

放水路、湖沼開発 土地改変面積100ha以上 土地改変面積75ha～100ha

対象事業

１ 道路

２ 河川


